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平成22年11月10日 

 

各   位 

 

会 社 名 株式会社Minoriソリューションズ 

代表者名 代表取締役社長  滝澤  正盛 

(コード番号： 3822 )  

問合せ先 取締役(経営企画室担当) 清水 陽子 

(TEL  03-3982-5981 ) 

 

 

連結子会社との合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

 
 

当社は、平成 22 年 11 月 10 日開催の当社取締役会において、下記のとおり子会社である株式会社プラ

ネット・システム・サービスを吸収合併することを決議いたしましたのでお知らせいたします。 

なお、本合併は連結子会社（100％子会社）を対象とする簡易吸収合併であるため、開示事項、内容を一

部省略して開示しております。 

 

記 

１．合併の目的 

当社は平成19 年７月31 日に、株式会社プラネット・システム・サービスを子会社化いたしました。 

同社はＩＴ技術者を主体とした労働者派遣事業および職業紹介事業を行ってまいりましたが、ＩＴ業界を

取り巻く環境を鑑み、今まで以上に戦略を共有するために経営資源を統合し、業務の効率化や事業展開の

スピードアップを目指すものであります。 

 

 

２．合併の要旨 

（１）合併の日程 

合 併 決 議 取 締 役 会 平成22年11月10日（水） 

合 併 契 約 締 結 平成22年11月10日（水） 

合 併 承 認 株 主 総 会  

・当 社        会社法796条第３項に定める簡易合併であるため、

当社の合併株主総会は開催いたしません。 

・株式会社プラネット・システム・サービス 会社法784条第１項に定める略式合併であるため、

株式会社プラネット・システム・サービスの合併承

認株主総会は開催いたしません。 

合 併 の 予 定 日 （ 効 力 発 生 日 ） 平成23年１月１日（土）（予定） 

 

（２）合併方式 

当社を存続会社とする吸収合併方式で、株式会社プラネット・システム・サービスは解散いたします。 

 

（３）消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

該当事項はありません。 
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３．合併当事会社の概要 

 

(１) 商 号 
株式会社Minoriソリューションズ 

（存続会社） 

株式会社プラネット・システム・ 

サービス（消滅会社） 

(２) 事 業 内 容 
ソフトウェア開発、システム運用管理

およびシステム機器販売 

ＩＴ技術者を主体とした労働者派遣

事業および職業紹介事業 

(３) 設 立 年 月 日 昭和55年６月11日 平成２年４月10日 

(４) 本 店 所 在 地 東京都豊島区西池袋三丁目27番12号 東京都豊島区南大塚二丁目45番８号

(５) 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 滝澤 正盛 代表取締役社長 森山 英昭 

(６) 資 本 金 750,000千円 30,000千円 

(７) 発 行 済 株 式 数 4,395,000株 600株 

(８) 純 資 産 3,753,376千円（連結） 90,078千円（単体） 

(９) 総 資 産 6,287,970千円（連結） 179,947千円（単体） 

(10) 決 算 期 ３月31日 ３月31日 

 

(11) 

 

大株主及び持株比率 

長澤 信吾        15.78％ 

滝澤 正盛          8.37％ 

Minori従業員持株会      7.83％ 

 

株式会社 Minori ソリューションズ  

             100％ 

 

※上記の内容、株式会社 Minori ソリューションズについては、平成 22 年４月 1 日付の株式会社イーウェーヴとの合併

により平成22年６月 30 日現在（ただし大株主及び持株比率は同年４月１日現在）、株式会社プラネット・システム・

サービスについては平成22年３月31日現在のものであります。 

 

４．合併後の状況 

(１) 商 号 株式会社Minoriソリューションズ 

(２) 事 業 内 容 ソフトウェア開発、システム運用管理およびシステム機器販売 

(３) 本 店 所 在 地 東京都豊島区西池袋３丁目27番12号 

(４) 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 滝澤 正盛 

(５) 資 本 金 750,000千円（本合併による資本の増加はありません。） 

(６) 決 算 期 ３月31日 

 

(７) 今後の見通し 

本合併は当社100％出資の連結子会社との合併である為、連結業績に与える影響は軽微であります。 
なお本合併により、当社は次期事業年度から非連結決算に変更となります。 

 

 

以 上 


